様式９
地 域 へ の 貢 献

会社名：　　　　　　　　　
	
項　　目
	
具 体 的 な 内 容
	
該 当

	
災害協定等






防災活動に関する表彰





国土緑化活動






ボランティア活動
（東日本大震災に係る活動を除く。）







東日本大震災に係るボランティア活動等

地域の民有林管理
への貢献の取組













	
過去５年間における国有林又は国有林以外（国（他機関）、都道府県又は市町村）と現在締結している災害協定等に基づく活動実績があるか。
有の場合は次のいずれかをチェックする。
　□　国有林との災害協定に基づく活動実績がある。
  □　国有林以外との災害協定に基づく活動実績がある。

過去10年間における国有林又は国有林以外（国（他機関）、都道府県又は市町村）からの防災活動に関する表彰実績があるか。
有の場合は次のいずれかをチェックする。
　□　国有林からの表彰実績がある。
  □　国有林以外からの表彰実績がある。

過去５年間における植林活動、国有林又は国有林以外（国（他機関）、都道府県又は市町村）との分収林等契約の取組実績があるか。
有の場合は次のいずれかをチェックする。
　□　国有林で実績がある。
  □　国有林以外で実績がある。

過去２年間における国有林又は農林水産省（国有林以外）、国（他機関）、都道府県又は市町村でのボランティア活動実績があるか。
有の場合は次のいずれかをチェックする。
　□　国有林で活動実績がある。
  □　国有林以外で活動実績がある。

過去１年間における有害鳥獣捕獲への協力活動（シカ対策）の実績があるか。

平成23年３月11日に発生した東日本大震災に係るボランティア活動等の実績があるか。


森林経営管理法に基づき、市町村から経営管理実施権の認定を受けているか（森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項の要件に適合する者として当該都道府県の知事から公表された者に限る）。

森林経営管理法に基づき市町村が定めた集約化構想（その期間が満了していないものに限る。）において同法第43条第３項第２号に掲げる適合事業者として定められている、又は森林法に基づく森林経営計画を自ら作成し、認定を受けている。

当該都道府県の知事から、森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項の要件に適合する者として公表されているか。
　公表された都道府県を記載する。
　　都道府県名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「育成を図る林業経営体」（H30.2.6長官通知）に選定されているか。

過去１年間に民有林の森林整備作業を請け負った実績がある。

	
有・無






有・無






有・無






有・無






有・無


有・無



有・無




有・無




有・無




 有・無


有・無



注１）災害協定等
①国有林との災害協定等に基づき要請を受けて活動した実績があれば「国有林との災害協定に基づく活動実績がある」にチェックし、国有林以外との災害協定等に基づき活動した実績があれば「国有林以外との災害協定に基づく活動実績がある」にチェックする。
②活動実績を証明するものとして、国有林における災害協定等（東北森林管理局における森林災害ボランティア及び国有林防災ボランティア協定を含む）の場合は協力要請文及び報告書(森林管理署等の接受印のあるもの)の写しを、それ以外の災害協定にあっては「災害協定書」や会員名簿等の写し及び協力要請文並びに報告書の写しを、口頭要請等により協力要請文がない場合は活動実績の概要が分かる証明書等の写しを必ず添付すること。

注２）防災活動に関する表彰
　表彰状の写しを必ず添付すること。

注３）国土緑化活動
　①国土緑化活動は、国有林での活動実績があれば「国有林の実績がある」にチェックし、国有林以外（国（他機関）都道府県又は市町村）での活動実績があれば「国有林以外で実績がある」にチェックする。ただし、契約書等が個人名義の場合は、対象としない。
②国土緑化活動を証明するものとして、「分収育林契約書」や「分収造林契約書」の写し、その他の場合は緑化活動の契約書又は依頼文等の写し及び活動概要の分かる証明書等の写しを必ず添付すること。

注４）ボランティア活動
　①事業体としての活動実績に限り認めることとし（個人の活動実績は対象としない。）、国有林での活動実績があれば「国有林の活動実績がある」にチェックする。
　　なお、国有林外での活動は「国有林以外で活動実績がある」にチェックする。
②ボランティア活動を証明するものとして、協力要請文又は案内状の写し及び活動概要の分かる（作業内容、場所、実施日等が確認できる文書、入林届等）報告書のほか、礼状・感謝状等の要請機関の発行する証明書の写しを必ず添付すること。
③有害鳥獣捕獲への協力活動（シカ対策）については、協力要請文又は案内状の写し及び活動概要の分かる（作業内容、場所、実施日等が確認できる文書、入林届等）報告書のほか、礼状・感謝状等の要請機関の発行する証明書の写し等を必ず添付すること。

注５）東日本大震災に係るボランティア活動
　東日本大震災に係るボランティア活動等に係る証明書の写しを必ず添付すること。


注６）森林経営管理法
　①「経営管理実施権の認定」の場合は証明できるものを必ず添付すること（県知事からの公表の写し、市町村長からの認定の証明の写し等）。
　②「集約化構想において適合事業者として定められている」、又は「森林経営計画を作成し認定」の場合は証明できるものを必ず添付すること。
　③森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項に適合する者として公表されている場合は証明できるものを必ず添付すること。
　④育成を図る林業経営体として選定された場合は証明できるものを必ず添付すること。

注７）民有林管理への貢献の取組
　森林整備作業を請け負ったことが証明できる契約書等の写しを必ず添付すること。

[○／○]
